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株式会社脱炭素化支援機構への出資について 

～地域脱炭素の実現に向けて官民ファンドと協力～ 

 

 株式会社東北銀行（取締役頭取 佐藤 健志）では、この度、新たに設立された株式会

社脱炭素化支援機構（JICN：Japan Green Investment Corp.for Carbon Neutrality。以下

「脱炭素機構（JICN）」という。）に出資を行いましたので下記の通りお知らせいたします。 

 「脱炭素機構（JICN）」は、カーボンニュートラルの実現に向けて、脱炭素に意欲ある民

間事業者等に対しリスクマネーを供給することで、脱炭素社会の実現に貢献することを目

的としています。 

 脱炭素社会の実現は、当行のパーパスである「地域力の向上」と合致した取組みである

ことから、「脱炭素機構（JICN）」の目的に賛同し、出資を決定いたしました。 

 今後、「脱炭素機構（JICN）」との連携を通じ、脱炭素分野の先進事例に関する情報や知

見を蓄積することで、地域資源の新たな活用等を行い、地域力の向上に努めてまいります。 

 

記 

 

名称 株式会社脱炭素化支援機構 

設立日 2022年 10月 28日 

目的・内容 株式会社脱炭素化支援機構は、国の財政投融資（産業投資）と民間から

の出資を資本金としてファンド事業を行う株式会社で、資本金を基に、

脱炭素に資する事業に対してエクイティ・メザニン等のリスクマネー供

給を行い、巨額の民間 ESG 資金を脱炭素投資に振り向ける呼び水となる

ことを目指します。 

株主構成 金融機関等 57社、事業会社 25社（計 82社） 

資本金 設立時 204 億円（民間株主 102 億円・財政投融資（産業投資）からの出

資 102 億円）※国からの脱炭素機構への出資額は、2022 年度は最大で総

額 200億円、2023年度は総額 400億円（環境省から財投要求中）です。 

所在地 〒105-0001 東京都港区虎ノ門１－１－１２ 虎ノ門ビル９F 

以上 

2022年 10月 28日 

【本件に関するお問い合わせ】 

みらい創生部（担当：高橋、小笠原） 

TEL：019-651-6173  



   

【参考】株式会社脱炭素化支援機構スキーム図 

 

 

  

【関連ページ】 

脱炭素化支援機構を設立します | 総合環境政策 | 環境省(env.go.jp) 

https://www.env.go.jp/policy/roadmapcontents/post_167.html 

脱炭素化支援機構の設立準備中です-トピックス- 脱炭素ポータル｜環境省(env.go.jp) 

https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/topics/20211224-topic-19.html 
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